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Ⅰ　問題と目的
　わが国でも，第 ４次産業革命や経済のグローバ
ル化，非正規雇用者の増加，100歳時代の到来など
の世界的な変化に対応するために，働き方改革関
連法案等が成立するなどその対応が重要な課題と
なってきた。国連の推計によれば，2050年までに，
日本の100歳以上人口は100万人を突破する。また，
先進国において2007年に生まれた子どもの半分以
上は107歳以上生きることが予想されている。
Glaton,L. & Scott,A（2016）は，「100年時代の人生
戦略」で，従来の「教育―仕事―引退」の ３ステー
ジモデルが崩壊し，新たな生き方の必要性を提唱
している。また，社会の急激な変化が進む中で，
次世代を担う子ども達が，予測不可能な未来社会
を自立的に生き，社会の形成に参画するための資
質・能力を育成するため，学校教育の改革が求め
られている。
　文部省は2020年に，大学センター入試や学習指
導要領の改訂などを含めた教育改革を推進中であ
り，中央教育審議会（2011）は，「20４0年に向けた
高等教育のグランドデザイン（答申）」を示し，
20４0年に必要とされる人材と高等教育の目指すべ
き姿を提言している。
　このような社会変化の中で，不確実な社会の中
を自立的に人生をいきるための教育として，大学
におけるキャリア教育においては，人生デザイン
を基軸とした新たなライデザイン教育プログラム
が必要とされている。
１ ．日本独自の雇用システムと新卒一括採用
　学校教育やキャリア教育の在り方を検討するう
えで，日本の産業構造の変化や日本独自の雇用シ
ステムと一括就活採用についての検討が不可欠で
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ある。戦後，高度成長期と終身雇用型社会による
安定した社会構造が継続していた。戦後の日本企
業の発展の源泉は，他の国々と異なる日本独自の
「日本的経営」にあるとされる。日本的経営の特徴
は「終身雇用制（定年までの雇用の保障）」，「年功
序列（年功賃金＆年功昇進制）」「企業別労働組合」
「福利厚生施設の充実」であり，特に，「終身雇用
制」「年功序列」「企業別労働組合」は日本的経営
の ３種の神器と呼ばれた。
　日本の正社員制度は，職務も労働時間も勤務場
所も契約で限定されておらず，企業という「共同
体」のメンバーシップの成員（原則　職務，労働
時間，勤務地が無限定）として雇用され，その仕
事がなくなったときでも配転によって同じ企業内
の別の仕事に従事し，定年まで雇用関係を維持で
きる「長期雇用制度（終身雇用制度）」として，法
的に整備され，現在に至っている。
　社員の採用プロセスも，特定の職務について技
能を有する者を必要の都度，募集＆採用するとい
う欧米の国々の「ジョブ型」雇用のあり方とは異
なる。
　日本で現在も行われている「新卒一括採用」は，
企業が卒業予定者（新卒者）を対象に，年度毎に
一括して求人し，在学中に採用試験を行って「内
定」を出し，卒業後すぐに勤務させる雇用慣行で
あり，企業では定期採用と呼ばれる。「シューカツ
（就職活動）」とは，「職（JOB）」に「就」くため
の活動ではなく，「会社」に入って「メンバーシッ
プ」を得るための入社活動と考えられる。
　企業は，「メンバーシップ」のメンバーとして，
企業の命令に従ってどんな仕事でもこなせる潜在
能力を有する若者を在学中に選考し，学校卒業時
点で一括して正社員として採用する。こうして無
事正社員になれば，職務，労働時間，勤務場所の
限定なく働かなければならないのだが，その代わ
り仕事がなくなっても配転されることによって，
定年まで安易に解雇されない終身雇用制度が維持
＆運用されてきたと考えられる。諸外国に例を見
ないこの特殊な慣行は明治から実施され，戦後の
復興期に一般化し，現在に至っている。
　このような日本独自の終身雇用・年功序列・企
業別組合の雇用形態や新卒一括採用制度の仕組み
中で，働く人のキャリア自覚の醸成は不問とされ，
個人のキャリア選択やキャリア開発は組織主導が
当然であり，企業内では，配置転換による特定の
職務に偏らないゼネラリストの養成が一般的なディ
スコースになったと考えられる。日本が GNP 世
界 2位となった高度成長期においては，所得倍増
計画などが政策として掲げられ，会社に忠誠を尽
くし働くことが，国民全体の生活向上を保証する
ことから，経営者・労働者双方が，会社が生活の
中心であり，仕事一途で働く「企業戦士」「会社人
間」であること，「会社を定年まで務めあげる」こ
とは，社会共通の当然の暗黙の規範（ドミナント
ストーリー）であったと考えることができる。
Savickas.M.L.（2015）が指摘するように人生コー
スは標準化されており，企業も学校も個人も大き
なストーリーを演じていたといえる。
　このような日本社会において，求められるキャ
リア開発支援のニーズは，会社選択と職場適応を
支援することであったと考えられる。
　基本的に，正社員は会社主導のキャリア形成が
前提となっているため，個人は職務を選択するの
ではなく，会社選択であるといえる。その為，個
人のキャリア自覚の醸成や個人の特性と職業が必
要とする要因とマッチングさせる職業ガイダンス
理論やホランド理論も日本においては，必要とさ
れず発展しなかったと推察される。
　また，学校教育においては，「新卒一括採用」制
度のもと，日本の産業構造を支えるために，日本
独自の進路指導の形態が発展したと考えることが
できる。
　これまでの学校教育においては，大学センター
入試制度等が示すように，予備校の全国模試など
のデータから大学や高校が，そして学生が序列化
され，学歴や学力に基づく偏差値によって，個人
の進路（進学先）が決められていた。「学力に基づ
く偏差値の高い学校」に入ることが「良い会社」
に入ることを保証し，「よい会社に入社」すること
が「定年までの雇用安定と豊かな生活を保証して
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くれる」というディスコースが支配的となり，学
校教育におけるキャリア形成支援であるべき「本
来の進路指導」ではなく，「偏差値による進学指
導」が常態化したと考えることができる。
２ ．流動化する労働市場と非正規雇用者の増加
　1986年労働者派遣法が施行され，その後 ３度の
改正のたびに，労働条件の整備とともに派遣可能
な業種の拡大が実施されてきた。企業にとって，
業務に応じて雇用調整ができ，効率的な経営的が
可能になる制度といえる。企業は目標管理によっ
て業務の達成を管理し，業務がなければ，非正規
雇用者を解雇することで人件費を減らすことがで
きる。一方，労働者は組織に頼らず，自分の人生
を主体的に生きることが求められる。よりよい年
収や地位，労働条件＆環境を持め，転職可能な
Employability を高め，可能なら雇用の安定した正
社員への転換を求めることになる。
　バブルの崩壊の後，正社員の高い拘束の見返り
として機能していた終身雇用や年功序列賃金を提
供する余裕が企業から失われ，正社員削減による
人件費減らしの動きが加速し，経営の効率化が加
速した（竹信，2017）。特に，199３年～2005年の期
間は，全国の企業が定年による正社員数の自然減
を補わない形で，新卒者の採用を減らし，正社員
比率を激減させた為，「就職氷河期」と呼ばれた。
非正規雇用者は，1990年に全産業で20.0％であっ
たが，現在では約４0％に達する。しかし，この４0％
という数字は平均値にすぎず，上場企業において
も，非正規社員数が正社員数を上回り，時には 9
割を超える会社もある（竹信，2017）。
　学校教育においては，文部科学省は，これまで
行われている進路指導とは別に「キャリア教育」
を導入した。キャリア教育は「一人一人の社会的・
職業的自立に向け，必要な基盤となる能力や態度
を育てることを通して，キャリア発達を促す教
育」，キャリア発達を「社会の中で自分の役割を果
たしながら，自分らしい生き方を実現していく過
程」と定義し（中央教育審議会，2011）小学校か
ら大学教育の中で，キャリア教育の取り組みを導
入した。
　この定義であれば，「キャリア教育」＝「本来あ
るべき進路指導」と考えることができるが，実際
の取り組みは，職場見学や一部の学生へのインター
ンシップが中心であり，社会的・職業的自立が確
立されているとは言えない現状にある。「新卒―括
採用」制度や大学センター入試試験や偏差値重視
の進学指導は，今なお根強く継続しており，学校
教育におけるディスコースは終身雇用社会モデル
と大きく変化していないと考えることができる。
　日本独自の制度である「新卒一括採用」制度に
おいては，特定の職務に関する職業能力やその資
格などによって選別するという他国で一般的なや
り方がとれないため，また，採用後に多様な仕事
への配置が可能な人材を選考することを可能にす
るため，企業の大卒等新卒者の採用選考の際に重
視する基準のベスト 5（2011年～2016年度）は，
「コミュニケーション力」「主体性」「チャレンジ精
神」「協調性」「誠実性」になっている（図 1 ）。
（2011年～2016年度 新卒採用に関するアンケート
調査結果の概要　一般社団法人 日本経済団体連合
会）。このように，現在でも企業は，学校教育期に
培った特定の職務・職業につながる専門性を重視
するのではなく，社会人として，組織人として，
共に働けるメンバーシップの要員を選んでいると
いえる。
　このような社会の現実と学校教育とのディコー
スの GAP は大きく，企業で新たに職に就いた新
入社員が，事前に思い描いていた仕事や職場環境
のイメージと，実際に現場で経験することとの違
いを解消することができず，不安や幻滅，喪失感
などを強め，ときに離職にまでいたる問題は「リ
アリティ・ショック」といわれ，人事問題となっ
ている。入社後，会社と新入社員とのミスマッチ
による早期退職について，厚生労働省の「学歴別
卒業後 ３年以内離職率の推移」調査によると，1995
年以来，大卒新入社員の ３年以内の離職率が３0％
を超えており社会問題化している。
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３ ．変化する時代に求められる教育とは
　2016年，2017年にスイス・ダボスで開催された
世界経済フォーラムの年次総会（通称「ダボス会
議」）では，第 ４次産業革命（The Fourth Indus-
trial Revolution）がテーマとして取り上げられた。
現在，すでに人口知能（AI），インターネット・
オブ・シングス（IoT），ロボット技術，自動運転
車，ナノテクノロジー，バイオテクノロジーエネ
ルギー貯蔵，量子コンピューターなど，多領域に
わたるイノベーションが進行しており，新しいビ
ジネスモデルの出現，従来モデルの破壊や生産・
消費・輸送・配送システムの再編に示されるよう
に，あらゆる産業にわたる根本的転換に直面して
いる（Klaus Scab，2016）。
　第 ４次産業革命について，世界の国々や企業は
すでにその変化への対応を模索・試行しており，
日本政府も第 ４次産業革命への対応の方向性を示
し（経済産業省，2018）や働き方改革への取り組
みが行われている。
　また，世界人口は現在の72億人から20３0年まで
に80億人，2050年までの90億人に達すると予想さ
れている。また，国連の推計によれば，2050年ま
でに，日本の100歳以上人口は100万人を突破する
といわれている。また，先進国では，2007年に生
まれた子どもの半分以上は100歳以上生きることが
予想されている。Glaton,L. & Scott,A.（2016）は，
「100年時代の人生戦略」で，従来の「教育－仕事
－引退」の ３ステージモデルが崩壊することを指
摘している。
　学校教育について，これまでに示されてきた新
しい人材像を図 2に示す。
　わが国では，これまで「生きる力」（文部科学
省，1996），「エンプロイアビリティ」（経団連，
1999），「人間力」（内閣府・経済財政諮問会議，
200３），「社会人基礎力」（経済産業省，2006）「学
士力」（文部科学省，2008）などの求められる人間
像が提示されていた。これらに共通することは，
いずれの人材像にも，「思考力」「問題解決力」「コ
ミュニケーション力」「主体性」「協調性」などが
含まれている点である。（田中，2015）
　世界では，21世紀の不確実な社会を前提とした
教育にありかたについて，「キースキル」（イギリ
ス，1997），「リテラシ―」（OECD，2000），「21世
紀スキル」（アメリカ，2002），「キーコンピテン
シー」（OECD，200３），「PIAAC 国際成人力」
（OECD，2011）「21世紀型能力」（国立教育政策研
図 １ 　新卒一括採用で採用選考に際して重視される能力
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究所，210３）が示されている。
　中央教育審議会答申（2018）は「これからの人
材に必要とされる資質や能力については，OECD
におけるキー・コンピテンシーの議論をはじめと
して，21世紀型スキル，汎用性能力など，これま
で多くの提言が国内外でなされてきた。これは，
将来においても，陳腐化しない普遍的なコンピテ
ンシーであると考えられている。……（中略）……
現在，OECDでは20３0年の将来を見据えて，キー
コンピテンシーの改定作業を行っているが，一人
ひとりのエージェンシー（自ら主体的に行動して，
責任をもって社会変革を実現していく力）を中核
として，新たな価値を創造する力，対立やジレン
マを克服する力，責任ある行動をとる力が「変革
を起こすコンピテンシー」として提言されてい
る。」と述べている。
　わが国で提案された「21世紀型能力」（国立教育
政策研究所，210３）は，基礎力（言語リテラシー，
数量的リテラシー，情報リテラシーが含まれる），
思考力（基礎力をもとに，記憶や理解，応用，分
析，評価，構造化などを行うことで，論理的・批
判的思考力，問題発見解決能力・創造力，メタ認
知能力などが含まれる），実践力（現実の問題や課
題に直面した際にそれを解決していく力。自律的
活動力，人間形成力，社会参加力，持続可能な未
来への責任）などが含まれる。
　これらの教育モデルは，変化する社会の中で必
要とされるコンピテンシーを明らかにして，次世
代の教育に反映させることといえる。コンピテン
シーとは，「ある職務または，状況に対し，基準に
照らして効果的，あるいは卓越的な業績を生む原
因として関わっている個人の根源的特性」として
定義される（lyleM,et al，2001）。わが国の産業界
や会社では，各職務を遂行するための能力として
一般化している用語ではあるが，現在，論議され
ているのは，変化する社会の中で必要とされるメ
タコンピテンシーである。
４ ．キャリア・コンピテンシーとキャリアデザイン
教育
　キャリア開発支援の領域においても，コンピテ
ンシーモデルである「キャリア・アダプタビリ
ティ」が提言されている。アダプタビリティは，
「柔軟性という個人的な特徴，またはキャリアの課
題，転機，および適切な反応を必要とするトラウ
マへ向かう意欲」であり，「キャリア・アダプタビ
リティ」は，程度の大小にかかわらず，社会的統
合へと変化させる個人の心理社会的資源であり，
現在および将来予想される職業上の開発課題，職
業上の転機，および職業上のトラウマに対処する
年 名称 機関・プログラム
1996 生きる力（知・得・体） 文部科学省
1997 キー・スキル イギリス　Learning how to learn
1999 エンプロイヤビリティ 日本経営者団体連盟
2000 リテラシー OECD-PISA（正との学習到達度調査）
2002 21世紀スキル アメリカ
200３ 人間力 内閣府・経済諮問会議
200３ キーコンピテンシー OECD-DeSeCo（キーコンピテンシーの定義と選択）
2006 成人力 EU（キーコンピテンシー：ヨーロッパ準拠枠）
2006 社会人基礎力 経済産業省
2008 学士力 文部科学省
2011 PIAAC国際成人力 OECD
201３ 21世紀型能力 国立教育政策研究所
図 ２ 　日本と世界で求められる人材像・能力観
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ためのものである（Savickas，1997）。
　キャリア・アダプタビリティをささえる ４つの
資源として，「関心：将来に対する関心・将来への
予期」，「統制感：自己形成と環境への対応の責
任」，「好奇心：さまざまな役割や状況に対応する
セルフ」，「自信：選択を可能にしてライフデザイ
ンの実行する」が挙げられており，1３の国で共通
の「キャリア・アダプタビリティ尺度」の開発が
進められている。（Savickas  M.L.  &  PorfeliE.L. 
2012）日本の大学生のキャリア教育においても，
このキャリア・アダプタビリティの検討が必要と
いえる。
　また，Savickas,M.L.（2011）は「アイデンティ
ティの発展は生涯にわたるプロセスである。重要
で意味のある新しい経験を，人生のストーリーに
適合するように統合するために，人はアイデンティ
ティを断続的に改訂する必要がある。継続するこ
とが困難なストーリーは，訂正されなければなら
ない。このような事態が発生すると，人は不安に
なる。というのは，個人を保護し快適に感じさせ
てくれるアイデンティティを持てずに，挑戦され
る状況に遭遇するからである」と述べ，「人生コー
スが個別化し，過去のロールモデルが役立たない
社会の中で，誰もが自分の人生を創造的に構成す
ることが不可欠になった。……（中略）……ある
仕事から次の仕事に移るときに，自分そのもので
はないが自分の成し遂げたことを手放す必要があ
る。もしすべてを手放すとしたら，その損失は個
人を圧倒するものになるであろう。人生ストーリー
としてのセルフを手放さないことによって，一貫
性と継続性がもたらされ，人生の統合と活力を維
持して自己の目的やデザインを追求することがで
きる」として，アイデンティティ・ワーク（アイ
デンティティの構成と再構成）やバイオグラフシ
ティ（人生を語り，新しい，時には難解な経験を
自分史の中に統合するプロセス）に基礎を置き，
エンプロイアビリティ（雇用可能性），アダプタビ
リティ，感情知性，生涯学習に焦点を当てた介入
モデルとしてキャリア構成理論を提唱している。
　日本社会においては，日本独自の雇用システム
や新卒一括採用の慣行が継続しており，学校教育
においては，学力による進学指導が継続している
現状では，多くの学生は，キャリア自覚の醸成や
職業観が形成は不十分と考えられる。一方，現在
の学生たちが卒業後に生きる社会は，第 ４次産業
革命やグローバル化社会である。従って，キャリ
ア教育においては，第 ４次産業革命やグローバル
化社会前提とした，新たなキャリア教育プログラ
ムが必要といえる。
　筆者はこのような，変化する時代を生き抜くた
めのアイデンティの再構成を基盤としたキャリア
教育として，キャリア構成理論を基盤とした「キャ
リアデザイン教育」が重要であると考え，次の様
な①～⑨の狙いを定め，キャリアデザイン教育授
業を設定した。
　①　 キャリア構成理論を基盤とする
　②　 キャリアに関する自己概念である「内的キャ
リア」の理解を深める
　③　 実社会で働く人に，チームで「キャリア・
インタビュー」を行い，多様な内的キャリ
アについて理解する。また，チームビルディ
ングやプレゼンテーションを体験する
　④　 生命の大切さの理解を深める。また，女性
のキャリア形成には「妊娠」「出産」「育児」
が大きな影響があることを理解する
　⑤　 RGBTなどの個人の多様性について理解を
深める
　⑥　 対話を重視し，毎回配席を抽選とし，コミュ
ニケーション能力を高める
　⑦　 変化する社会，第 ４次産業革命，100歳時代
などについて理解する
　⑧　 ライフ・デザインについて理解し，自己の
人生テーマを考える
　⑨　 将来を見据えて大学生活において，積極的
に活動する態度を醸成する
Ⅱ　研究目的
　キャリアデザイン教育授業により，「キャリア開
発への積極的態度」が醸成できているのか，「キャ
リア教育の授業理解度」や「キャリア・コンピテ
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ンシー」は「キャリア開発への積極的態度」と関
係があるのか，また，将来に対する不安や対人関
係の苦手意識は，キャリア開発の積極的態度の阻
害要因であるのかを検証することを目的とする。
Ⅲ　方　法
１ ．調査対象と実施方法
　関東の私立大学で，キャリアデザイン教育の授
業を受講した大学生161名を対象に集団にて質問紙
調査を実施した。有効回答者1３0名（男性３9名，女
性91名）であった。
　倫理的配慮として，次の点について説明を行っ
た。無記名方式であり，また統計的にデータは処
理され匿名性が保持されること。調査への協力は
自由意志であること。協力しないことによる不利
益は一切ない事。調査開始後も，調査対象者の意
志で中断や回答拒否できること。
２ ．キャリアデザイン教育（ ２ 年生必修授業）に
ついて
　キャリアデザイン教育として，表 1のような授
業テーマで1４回の授業を実施し，最終回において，
本調査を配布し一斉に実施した。
３ ．調査材料
①　 キャリア教育授業の理解度を測定する尺度（以
下，授業理解度尺度）として，次の 7 項目
（Ｑ 1「今後の進路や生き方を考えるのに役
立った」，Ｑ 2「外的キャリア，内的キャリア
の考え方を理解できた」Ｑ ３「命の大切さの
理解が深まった」，Ｑ ４「自分の人生の意味や
生き方を考えるようになった」，Ｑ 5「キャリ
ア・インタビュー＆発表会で，働くことの意
味や理解が深まった」，Ｑ 6「キャリア・イン
タビュー＆発表会でのチーム作業はよい経験
となった」，Ｑ 8「抽選による配席は，他者と
対話し，視野を広げる練習になった」）を ４件
法で設定した。この 7項目の合計得点を授業
理解度得点とする。
②　 キャリア開発への積極的態度を測定する尺度
（以下，キャリア積極的態度尺度）として，次
の ４項目（Ｑ 9「不確実な社会について考え
るようになった」，Ｑ10「現在，自分の進路に
ついて真剣に考えている」，Ｑ11「できるな
ら，働きたくないと思う（反転項目）」，Ｑ12
「将来のビジョンや夢，目標を立てることがで
きた」，Ｑ1４「大学生生活の中で，自己成長の
表 １ 　キャリアデザイン教育の授業テーマ
NO テーマ
1 オリエンテーション／自立について
2 コミュニケーション／会話／対話
３ 不確実性の時代のキャリア開発
４ 内的キャリアと外的キャリア
5 キャリアインタビュー説明＋プレゼンテーションについて
6 命を考える
7 社会人から学ぶ／プランドハップンスタンス理論
8 LGBT
9 OHBYカード／ホランド理論
10 21世紀型能力／成人力／キャリア教育
11 サービスラーニング／ボランティア活動をしよう
12 キャリアインタビュー・プレゼンテーション
1３ ライフ・デザイン（サビカス理論とワーク）
1４ ビジョンとリソース（資源）
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ために前向きに挑戦しようと思う」を ４件法
で設定した。この ４項目（Ｑ11は反転項目）
の合計得点を「キャリア積極的態度得点」と
する。
③　 阻害要因項目として，Ｑ 7「対人関係は苦手
である」を設定した。
④　 キャリアに関する不安尺度（以下，キャリア
不安尺度）として，1３項目（Ｑ 1「就職でき
るのか？」，Ｑ 2「きちんと仕事ができるの
か？」，Ｑ ３「社会での人間関係がうまくゆけ
るのか？」等）を ４件法で設定した。この1３
項目の合計得点を「キャリア不安得点」とす
る。①②③④の各尺度の ４件法は，各項目に
ついて，「よくあてはまる」，「ややあてはま
る」「ややあてはまらない」「まったくあては
まらない」である。
⑤　 キャリア・アダプタビリティ尺度：CAAS
（Career  Adapt-Abilities  Scale,  Savickas  & 
Porfeli, 2012）を翻訳して使用した。この尺度
は， ４つの下位尺度「関心」「統制感」「好奇
心」「自信」（各 6項目）からなり，各項目に
ついて，「強くそう思う」「あまり強くそう思
わない」「どちらともいえない」「まあ強くそ
う思う」「強くそう思う」の 5件法で回答を求
めた。
Ⅳ　結　果
⑴　 授業理解度項目とキャリア積極性態度項目結
果
　キャリア教育理解度項目（Ｑ 1～Ｑ 6，Ｑ 8）
とキャリア積極性態度項目（Ｑ 9～Ｑ12，Ｑ1４），
対人苦手意識（Ｑ 7：阻害要因）の回答度数の比
率（％）を図 ３に示めす。
　回答の「 ４：つよくあてはまる」と「 ３：やや
あてはまる」の合計％は，キャリア教育理解度項
目（Ｑ 1～Ｑ 6，Ｑ 8）で全項目とも約80％であっ
た。授業内容の理解はおおむね達しているといえ
る。この 7項目の合計得点をキャリア教育理解度
得点とする。
　キャリア積極的態度として ４項目（Ｑ10～Ｑ12，
Ｑ1４）において，　回答の「 ４：つよくあてはま
る」と「 ３：ややあてはまる」の合計％は，Ｑ 9
（不確実な社会について考えようになった）は
90.8％，Ｑ1４（大学生活の中で，自己成長のため
に前向きに成長しようと思う）は，89.2％であっ
た。しかし，Ｑ11（できるなら働きたくない）は，
57.7％に達しており，若者の意識の一面と考える
ことができる。キャリア積極的態度得点はＱ 9＋
図 ３ 　授業理解度＆キャリア積極性の各項目の回答比率（％）
30
40
26.2
40
28.5
48.5
23.8
40
53.1
45.4
46.2
60.7
38.5
36.2
40
49.2
43.1
37.7
29.2
42.3
53.8
45.4
29.2
40
40.8
28.5
46.2
49.2
20
7.7
23.8
13.8
26.2
5.4
18.5
10.8
15.4
13.1
9.2
8.5
12.3
13.1
10
3.1
6.9
8.5
16.3
3.8
3.8
3.8
2.3
1.5
3.8
2.3
3.1
1.5
0 20 40 60 80 100
4 つよくあてはまる 3 ややあてはまる 2 ややあてはまらない 1 まったくあてはまらない
Q1　今後の進路や生き方を考えるのに役立った
Q2　［外的キャリア」「内的キャリア」の考え方が理解できた
Q3　生命の大切さの理解が深まった
Q4　自分の人生の意味や生き方を考えるようになった
Q5　キャリアインタビュー＆発表会で、働くことの意味や理解が深まった
Q6　キャリアインタビュー＆発表会でのチーム作業はよい経験になった
Q8　抽選による配席は、他者と対話し、視野を広げる練習となった
Q9　不確実な（変化し続ける）社会について、考えるようになった
Q10　現在、自分の進路について真剣に考えている
Q11　できるなら働きたくないと思う（反転項目）
Q12　将来、結婚し家庭を築きたいと思っている
Q13　将来のビジョンや夢、目標を立てることができた
Q14　大学生活の中で、自己成長のために前向きに成長しようと思う
Q7　対人関係は苦手である
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Ｑ10＋Ｑ12＋Ｑ1３＋Ｑ1４－Ｑ11（反転項目）とし
て算出した。
　また，「対人関係は苦手である」項目では，回答
の「 ４：つよくあてはまる」と「 ３：ややあては
まる」の合計％は約70％に上る。
⑵　男女差の分析
　「授業理解度」，「キャリア積極的態度」，「キャリ
ア・アダプタビリティ」，「キャリア不安」，「対人
苦手意識」の得点を表 2に示す。　これらの各項
目において性差が見られるか検討するために，t検
定を行った。その結果，「キャリア積極的態度」（t
（1280=2.75, p<0.01）と「キャリア・アダプタビリ
ティ」の下位項目である「好奇心」（t（128）=2.20, 
P<0.05）は，男性は女性よりも有意に高いことが
示された。
「キャリア教育授業理解度」（t（128）=0.３2, n.s.），
「キャリア・アダプタビリティ」（t（128）=1.59, 
n.s.）」，「キャリア不安」（t（128）=1.59,n.s.），「対人
苦手意識」（t（128）=2.21,  n.s.）では，有意な性差
は見られなかった。
⑶　各尺度・変数間の相関分析
　次に，各尺度得点＆変数間の相関係数を算出し
た。その結果を表 ３に示す。
　その結果，「授業理解度」は「キャリア積極的態
度」と（r=0.４5,  p<0.001），「キャリア・アダプタ
ビリティ」と（r=0.29,  p<0.001）の有意な相関が
あった。
　「キャリア積極的態度」は「キャリア・アダプタ
表 ２ 　各尺度得点の男女差
男性（N=３9） 女性（N=91） t 検定
M SD M SD t 有意確率
授業理解度 27.15 ３.6３ 26.79 9.19 0.３2 0.75
キャリア積極的態度 12.5３ 1.65 11.４8 2.6３ 2.75 0.01**
キャリア・アダプタビリティ 97 12.77 9３.３ 11.85 1.59 0.11
関　心 25.15 ３.6３ 26.79 9.16 0.81 ４.19
統制感 2４ ３.89 2３.３2 ３.2 1.02 0.３1
好奇心 2３.87 ３.85 22.３8 ３.３8 2.2 0.0３*
自　信 2４.02 ３.４2 2３ ４.66 1.2３ 0.22
キャリア不安 ４0.97 9.16 ４1.４ 6.91 2.78 0.78
対人苦手意識 2.87 0.95 2.91 0.95 2.21 0.82
表 ３ 　各変数間の相関係数
授業
理解度
キャリア
積極的態度
キャリア・アダ
プタビリティ 関心 統制感 好奇心 自信
キャリア
不安
対人
苦手意識
授業理解度 0.４5 *** 0.29 *** 0.27 *** 0.2４ *** 0.2４ ** 0.2３ ** 0.05 0.00
キャリア積極的態度 0.４7 *** 0.４0 *** 0.４2 *** 0.４４ *** 0.３2 *** －0.1３ －0.1４
キャリア・アダプタビリティ 0.8３ *** 0.8３ *** 0.89 *** 0.78 *** －0.08 －0.22 *
関　心 0.61 *** 0.66 *** 0.5３ *** 0.02 －0.10
統制感 0.79 *** 0.４３ *** －0.19 * －0.３9 ***
好奇心 0.56 *** －0.1３ －0.2４ **
自　信 0.01 －0.02
キャリア不安 0.25 **
対人苦手意識
***. 相関係数は0.1％水準で有意（両側）。**. 相関係数は 1％水準で有意（両側）。*. 相関係数は 5％水準で
有意（両側）。
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ビリティ」と（r=0.４7,  p<0.001）と有意な相関が
あった。「キャリア不安」は，「キャリア積極的態
度」「授業理解度」「キャリア・アダプタビリティ」
の全てと有意な相関は認められなかった。「対人苦
手意識」は，「キャリア・アダプタビリティ」と
（r=-0.22, p<0.05），有意な負の相関，「キャリア不
安」（r=0.25, p<0.01）の有意な正の相関があった。
また，「キャリア・アダプタビリティ」は下位項目
の「関心」（r=0.8３,  p<0.001），「統制感」r=0.8３, 
p<0.001）「好奇心」r=0.89, p<0.001）「自信」r=0.78, 
p<0.001）と有意な高い正の相関があった。
⑷　 キャリア積極的態度を従属変数とした重回帰
分析
「キャリア積極的態度」と相関が認められた「授
業理解度」，「キャリア・アダプタビリティ」，の因
果関係性を検討するために，「キャリア積極性態
度」を従属変数として，男女別に重回帰分析を行っ
た。
　分析結果を，表 ４に示す。また，重回帰分析に
基づくパス図を図 ４に示す。
　男女とも，「授業理解度」「キャリア・アダプタ
ビリティ」の標準偏回帰係数が有意であった。
　「授業理解度」の影響は，男女共，同程度であっ
たが，「キャリア・アダプタビリティ」は，男性が
女性よりも影響が大きいといえる。この結果から，
「キャリアデザイン教育」の授業理解度が高いほ
ど，「キャリアへの積極的態度」が高いことが示さ
れた。また，「キャリア・アダプタビリティ」が高
いほど「キャリアへの積極的態度」が高いことが
示された。
Ⅴ　考　察
　本研究では，問題提起として，日本の産業構造
表 ４ 　キャリア積極的態度を従属変数とした男女別の重回帰分析結果
男性 女性
標準化β t 標準化β t
キャリア理解度 0.３３7 1.00** 0.３56 ３.78**
キャリア・アダプタビリティ 0.４8４ ３.6４** 0.３３1 ３.51**
R 0.605 *** 0.566 ***
R2 0.３66 0.３21
adj.R 0.３３1 0.３05
* p<0.05　** p<0.01　*** P<0.0001
図 ４ 　男女別キャリア積極態度を従属変数とするパス解析
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の変遷と学校教育の現状について考察を行った。
ダボス会議で検討され，世界がその対応に追われ
ている第 ４次産業革命やグローバル経済の潮流の
中で，世界各国では新たな学校教育モデルが模索
され，コンピテンシーを基盤とする教育モデルへ
と移行している。文部科学省も21世紀型能力のモ
デルを提唱し2020教育改革を推進しているが，新
たな時代に対応した教育になっているとはいえな
い。
　これは，日本独自の正社員の雇用システムや新
卒一括採用の慣行は，現在も継続しており，学校
教育におけるキャリア意識の形成に大きな影響を
及ぼしているからと推察される
　このような現状の中で，社会人となる最終教育
機関である大学においては，特にキャリア教育が
重要な使命を果たしているといえる。100年時代を
生きてゆかねばならない次世代に対して，変化す
る社会に関する新たな知識や積極的なキャリア形
成態度を醸成することが重要といえる。
　キャリア開発領域では，変化し続ける社会に対
応する新たなキャリア支援理論として，「キャリア
構成理論」や「キャリア・コンピテンシーモデル」
が提唱されている。
　これらの理論やアプローチは，変化する職業社
会を貫く，内的価値や人生テーマを構成して
人生をデザインし，創造的に生きることを支援す
るものといえる。
　筆者は，このようなキャリア構成理論やキャリ
アコンピテンーモデルを基盤とする「キャリア・
デザイン教育」を授業で試行してきた。その効果
検証を含めて行った今回の研究結果からは，次の
ようなことが示唆された。
　授業終了後において，実施した調査結果の分析
から，「キャリアデザイン教育の授業理解度」は，
約80％の学生がおおむね理解しており，「キャリア
開発への積極的態度」は約90％の学生が，前向き
な意識を持っていることが確認された。
　また，60％の学生は「働きたくない」と回答し
ており，若者世代の意識を表していると考えられ
る。一方，「将来に対するキャリア不安」は高い傾
向があるが，「キャリア開発への積極的態度」とは
有意な相関は見られなかった。
　また，「Ｑ 7対人関係は苦手である」では，回答
の「 ４：つよくあてはまる」と「 ３：ややあては
まる」の合計％は約70％に上る。コミュニケーショ
ン能力向上を目的として，毎回，抽選による配席
で対話訓練を実施してきたが，「Ｑ 8この抽選のよ
る配席は，他者と対話し，視野を広げる練習となっ
た」の回答では，同様に85.４％が効果を実感して
いることから ４年間のプロセスの中でコミュニケー
ション能力の向上を図る必要があるといえる。
　しかし，「対人関係の苦手意識」は「キャリア開
発への積極的態度」とは，有意な相関はなかった。
「キャリア開発への積極的態度」を従属変数とす
る重回帰分析から，「キャリア・アダプタビリティ」
と「キャリア教育授業理解度」は有意な関連があ
ることが分かった。
　このような結果から，現在試行している「キャ
リアデザイン教育」は一定の成果を上げていると
思われるが，さらに，キャリア・コンピテンシー
を向上させるようプログラムの改善が必要といえ
る。また，教室の講義形式では，社会を知ること
には限界があり，サービスラーニングやボランティ
ア活動などの課外活動を通じて，変化する社会の
中で体験的に学ぶことも必要といえよう。
〈付記〉 本研究は，立正大学心理学研究所平成27
年度個人研究助成を受けた。
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